
 資料１－3－① 

独立行政法人勤労者退職金共済機構役員給与規程新旧比較表 

現行 改正後 

独立行政法人勤労者退職金共済機構役員給与規程 

 

（平成１５年１０月１日） 

改正 平成１５年１２月１日 

改正 平成１６年 ４月１日 

改正 平成１７年１２月１日 

改正 平成１８年 ４月１日 

改正 平成１９年 ４月１日 

                       改正 平成２０年 ４月１日 

改正 平成２１年６月２９日 

 

第１条～第３条（略） 

 

（俸給の月額） 

第４条 常勤役員の俸給の月額は、次のとおりとする。 

 （１）理事長        ９４４，０００円 

 （２）理事長代理        ８６８，０００円 

 （３）理事           ７８１，０００円 

 （４）監事           ７０６，０００円 

 

第５条～第８条（略） 

 

（勤勉手当） 

第８条の２  勤勉手当は、６月１日及び１２月１日（以下この条にお

いてこれらの日を「基準日」という。）にそれぞれ在職する常勤役員

に対して、その者の基準日以前６か月以内の期間における職務実績

独立行政法人勤労者退職金共済機構役員給与規程 

                           

（平成１５年１０月１日） 

改正 平成１５年１２月１日 

改正 平成１６年 ４月１日 

改正 平成１７年１２月１日 

改正 平成１８年 ４月１日 

改正 平成１９年 ４月１日 

                       改正 平成２０年 ４月１日 

改正 平成２１年６月２９日 

改正 平成２１年１２月１日 

第１条～第３条（略） 

 

（俸給の月額） 

第４条 常勤役員の俸給の月額は、次のとおりとする。 

 （１）理事長        ９４０，０００円 

 （２）理事長代理        ８６５，０００円 

 （３）理事           ７７８，０００円 

 （４）監事           ７０４，０００円 

 

第５条～第８条（略） 

 

（勤勉手当） 

第８条の２  勤勉手当は、６月１日及び１２月１日（以下この条にお

いてこれらの日を「基準日」という。）にそれぞれ在職する常勤役員

に対して、その者の基準日以前６か月以内の期間における職務実績



[テキストを入力してください] 

 

の評価等に応じて、それぞれ６月３０日及び１２月１０日（以下「支

給日」という。）に支給する。これらの基準日前１箇月以内に退職し

又は死亡した常勤役員についても同様とする。 ただし、その日が休

日に当たるときは、その日前において、その日に最も近い休日でな

い日に支給する。 

２ 勤勉手当の額は、それぞれの基準日現在 （退職し又は死亡した常

勤役員にあっては、退職し又は死亡した日現在）において常勤役員

が受けるべき俸給及び特別調整手当の月額並びに俸給の月額に１０

０分の２５を乗じて得た額並びに俸給及び特別調整手当の月額に１

００分の２０を乗じて得た額の合計額に、機構の業務の実績を考慮

し、かつ、職務実績の評価等に基づく別に定める割合を乗じて得た

額に、基準日以前６箇月以内の期間における常勤役員の在職期間の

区分に応じて、次の表に定める割合を乗じて得た額とする。 

 

 

在職期間 期間率 

６箇月 １００分の１００ 

５箇月１５日以上６箇月未満 １００分の９５ 

５箇月以上５箇月１５日未満 １００分の９０ 

４箇月１５日以上５箇月未満 １００分の８０ 

４箇月以上４箇月１５日未満 １００分の７０ 

３箇月１５日以上４箇月未満 １００分の６０ 

３箇月以上３箇月１５日未満 １００分の５０ 

２箇月１５日以上３箇月未満 １００分の４０ 

２箇月以上２箇月１５日未満 １００分の３０ 

１箇月１５日以上２箇月未満 １００分の２０ 

１箇月以上１箇月１５日未満 １００分の１５ 

の評価等に応じて、それぞれ６月３０日及び１２月１０日（以下「支

給日」という。）に支給する。これらの基準日前１箇月以内に退職し

又は死亡した常勤役員についても同様とする。 ただし、その日が休

日に当たるときは、その日前において、その日に最も近い休日でな

い日に支給する。 

２ 勤勉手当の額は、それぞれの基準日現在 （退職し又は死亡した常

勤役員にあっては、退職し又は死亡した日現在）において常勤役員

が受けるべき俸給及び特別調整手当の月額並びに俸給の月額に１０

０分の２５を乗じて得た額並びに俸給及び特別調整手当の月額に１

００分の２０を乗じて得た額の合計額に、厚生労働省独立行政法人

評価委員会が行う業務の実績に関する評価の結果を参考に、機構の

業務の実績を考慮し、かつ、職務実績の評価等に基づく別に定める

割合を乗じて得た額に、基準日以前６箇月以内の期間における常勤

役員の在職期間の区分に応じて、次の表に定める割合を乗じて得た

額とする。 

在職期間 期間率 

６箇月 １００分の１００ 

５箇月１５日以上６箇月未満 １００分の９５ 

５箇月以上５箇月１５日未満 １００分の９０ 

４箇月１５日以上５箇月未満 １００分の８０ 

４箇月以上４箇月１５日未満 １００分の７０ 

３箇月１５日以上４箇月未満 １００分の６０ 

３箇月以上３箇月１５日未満 １００分の５０ 

２箇月１５日以上３箇月未満 １００分の４０ 

２箇月以上２箇月１５日未満 １００分の３０ 

１箇月１５日以上２箇月未満 １００分の２０ 

１箇月以上１箇月１５日未満 １００分の１５ 



[テキストを入力してください] 

 

１５日以上１箇月未満 １００分の１０ 

１５日未満 １００分の５ 

零日 零 

３ 前条第３項から第８項までの規定は、本条の規定による勤勉

手当の支給について準用する。 

 

第９条（略） 

 

（非常勤役員手当） 

第１０条 非常勤役員手当は次のとおりとする。   

            監事 月額   ２４１，０００円 

 

第１１条～第１２条（略） 

 

附  則（略） 

 

１５日以上１箇月未満 １００分の１０ 

１５日未満 １００分の５ 

零日 零 

３ 前条第３項から第８項までの規定は、本条の規定による勤勉

手当の支給について準用する。 

 

第９条（略） 

 

（非常勤役員手当） 

第１０条 非常勤役員手当は次のとおりとする。   

            監事 月額   ２４０，０００円 

 

第１１条～第１２条（略） 

 

附  則（略） 

 

附 則 

この規程は、平成２１年１２月１日から施行する。 

 

 


